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第三　商店街活性化支援事業に関する
事項
１　商店街活性化支援事業の内容に関す
る事項
（１）基本的な考え方

商店街活性化支援事業の内容に関する事項の（１）
基本的な考え方に任意商店街に対する支援について
も配慮していただきたい。

　一般社団法人等が行う商店街活性化支援事業の支援対
象は、商店街活性化事業を行い、又は行おうとする商店街
振興組合等であり、法人格を有しない任意団体は対象とな
りません。ただし、このような商店街の任意団体が組合を設
立することにより、地域商店街活性化法の認定を受け、補
助金等の手厚い支援によって活性化を進めることは極めて
重要かつ有意義です。
　このため、「商店街活性化事業の促進に当たって配慮す
べき事項」に、以下を追加します。
「また、商店街が一体となり継続的かつ適確に商店街活性
化事業を実施するためには組合として取り組むことが重要
であることから、国は、関係機関の協力を得ながら商店街
の組合設立を促すこととする。」

「商店街活性化事業の促進に関する基本方針」（案）に対する意見公募の結果
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